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はじめに

小売業はかつて国内産業と言われていた。たとえ多国籍企業であっても、進出先の顧客は現地の
消費者であり、その点では現地の小売業と変わることなく、現地企業と競合していたからである。
製造業の場合、多国籍企業が進出先の輸出加工区などの「飛び地」で操業し、雇用創出以外には現
地の産業と連関をもたないこともありえるのとは、対照的であった 1。しかし、経済のグローバル
化の結果として、また、グローバル化の要因として、小売業の国際化が進み規模が拡大することに
より、小売業はもはや国内産業とみなすだけでは済まなくなっている。多国籍化して規模を拡大し
た小売企業は、巨大なバイイング・パワーを獲得し、本国でも進出先でも取引相手に対する交渉力
を高めることになる。その影響力は商品のサプライチェーンの川下にあたる小売段階にとどまら
ず、川中の中間流通段階、さらには川上の生産段階にまで及ぶと言われている。この現象を理論的
に説明した代表的な仮説の一つが、本稿で再検討する「スーパーマーケット革命論」である 2。
「スーパーマーケット革命論」（以下、「革命論」）によれば、消費者は所得水準が上昇すると、商

品の価格よりも品質を重視するようになり、とりわけ生鮮食品については、「食の安全性」に注意
を向けるようになる。スーパーマーケットは顧客の支持を得るために、また、競合相手との差別化
を図るために、自主的に商業基準を設けるようになる。小売業界が設ける商業基準のうち、国際的
に最も認知度の高いものが「GlobalG.A.P. （Good Agricultural Practice）」である。この基準を重視し
ているヨーロッパ諸国のスーパーマーケットに納品するためには、生産農家はその認証を取得して
いることが前提となる。GlobalG.A.P. の影響力はヨーロッパ域内にとどまらない。なぜなら、ヨー
ロッパを拠点とする大規模スーパーマーケットは多国籍企業化して発展途上国にも進出しているだ
けでなく、発展途上国の消費者も所得水準の向上に伴ってヨーロッパの消費者と同様に食の安全性
への関心を高めつつあるからである。その結果、多国籍小売企業が発展途上国の農産物の生産・流
通段階まで統治するようになると、革命論は主張する。要するに、今や多国籍小売企業が主導的役
割を担い、グローバルなスケールで農産物の生産・流通段階を再編成している、というわけである。
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本稿の目的は、多国籍小売企業の主要な進出先の一つであるタイの事例を念頭に置き、地域研究
の観点から革命論およびそれと関連する議論を批判的に検討し、今後の研究の論点を具体的に提示
することである。本論では、以下、次の順序で論じていく。第Ⅰ節では、革命論それ自体だけでな
く、その系譜として最も重要な「GVC（Global Value Chain）論」にまで遡ることにより、革命論
の理論的特徴を明らかにする。第Ⅱ節では、英語圏経済地理学の分野で近年盛んに論じられてきた

「embeddedness（埋め込み）論」に注目し、革命論や GVC 論を相対化する理論的視点を模索する。
それを受けて第Ⅲ節では、地域研究の観点から今後取り組むべき論点を整理する。第Ⅲ節で提示し
た主要な論点のうち、第Ⅳ節では商業基準制度に焦点を当てて論点を深める。最後に本稿の議論を
まとめたうえで、今後の研究の方向性を展望する。

Ⅰ．スーパーマーケット革命論とその系譜

1．スーパーマーケット革命論

本節では、まず、革命論の主唱者である Reardon および共同研究者の主張を紹介しておこう
（Reardon［2006］、Reardon et al.［2003；2006；2007；2012］）3。

革命論によると、発展途上国でも経済発展が進むにつれて、食品市場は「断片的な地方市場」か
ら「大規模で中央集中型の市場」へと移行する。この「脱断片化」はまず穀物のような乾燥食品で
起こり、遅れて生鮮食品（青果物、肉、魚、卵、牛乳など）でも見られるようになる。ここでいう
経済発展は需要と供給の両側面に分けて考えられている。需要側面では、1 人あたり所得の向上と
中間層の拡大、冷蔵庫や自家用車の世帯所有率の上昇、そして公共交通手段の発達が、供給側面で
は、スーパーマーケットの進出をはじめとする外国からの直接投資の増加、商品調達システムやロ
ジスティックス技術の発達、在庫管理の革新が、それぞれ重視される。

こうした変化は世界の地域や国ごとに多様であり、また、同一国内でも中央・地方間や所得階層
間でスーパーマーケットの普及の速度が異なるが、大まかには次の 4 つのグループに分類される。
第 1 波は 1990 年代初めから半ばにかけて、南米、中国以外の東アジア（日本を除く）、北 - 中央ヨー
ロッパ、バルト海諸国、南アフリカなどに到来した。東南アジアのタイはこの第 1 波の最後尾に位
置づけられている。第 2 波は 1990 年代半ばから終わりにかけて、メキシコ、大半の東南アジア、
中米、南 - 中央ヨーロッパ などに到来した。第 3 波は 1990 年代終わりから 2000 年代初めにかけて、
アフリカの一部、中南米の一部、東南アジアの一部（例、ベトナム）、中国、インド、ロシアなど
で始まった。そして、第 4 波はまだ緒についたばかりで、南アジアがそれに該当する。

スーパーマーケットが出現してから普及するまでの速度は、先発の先進国と比べて、後発の発展
途上国の方が速い。ただし、食品のカテゴリーの違いに応じて市場占有度が異なる。加工食品、乾
燥食品、包装された食品の分野では規模の経済が働き、より急速に普及する一方、現地の消費習慣
の違いや生鮮市場と地元商店の抵抗により、生鮮食品の分野では普及が比較的遅れる。

ここで念頭にあるスーパーマーケットは先進国に本社を置く大規模小売企業であり、多国籍化と
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統合化を進める。やがて、母国（home country）市場だけでなく進出先（host country）市場にお
いても少数のスーパーマーケット企業による市場占有率が高まり、それに伴ってその購買力も増大
する。進出先の伝統的卸売システムはスーパーマーケットの商品調達の要件を十分に満たさないた
め、スーパーマーケットは伝統的システムの外に独自の調達システムを構築するようになる 4。新
たな調達システムに特徴的な技術変化は、物流センターを中核とする中央集中管理システムとそれ
に適合するロジスティックスの導入である。スーパーマーケットはそのシステムに対応可能な「献
身的で専門化した卸売業者（dedicated, specialized wholesalers）」、要するに、専用卸売業者を選定し、
取引相手を集約化していく 5。輸入品の場合も同様に少数の輸入業者との取引に集中化する。

スーパーマーケットが主導する新たな調達システムの影響は、中間流通にとどまらず、農産物の
生産段階にも及ぶ。それは、スーパーマーケット側が設定した独自の商業基準（private standards）
を、生産農家が満たすことを取引の要件とすることによる。スーパーマーケットは、食の安全性に
注意を向けるようになった消費者の支持を得るために、また、伝統的な生鮮市場（wet markets）
との差別化を図るために、高品質のシグナルとして GlobalG.A.P. に代表される商業基準を重視する
のである。商業基準の認証を取得した農家は、非取得農家とは峻別され、取引相手として選好され
る。革命論はこれを「preferred suppliers（推奨納入業者）」と呼んでいる。スーパーマーケットは
専用卸売業者を通じてこれら推奨納入業者から農産物を調達する。その際に、スーパーマーケット
は商業基準や取引条件を農家に対して課す役割を専用卸売業者に代行させる。

こうしてスーパーマーケットは、「商品の品質が低く、供給量も不安定な」スポット市場（伝統
的な生鮮卸売市場）のチャネルから長期的取引関係へと重点を移し、市場リスクを低減させること
に成功する 6。すなわち、食品の品質や安全性を保証する商業基準の認証取得の強制を通じて、スー
パーマーケットが生鮮食品のサプライチェーンを統制するシステム、「preferred-supplier system（推
奨納入業者システム）」（Reardon［2006］）を作り上げるということである 7。このスーパーマーケッ
トは現地資本のこともあるが、主導的地位にあるのは一般に多国籍企業であり、進出先および商品
調達先の農家が遵守すべき「ゲームのルール」の作り直しを進めていると結論づけている。

ただし、裏を返せば、この新たなシステムから漏れる非受益層も生み出されることになる。発展
途上国に導入される商業基準は、多国籍小売企業が母国で実行しているものと同一か同様のもの（基
準の収斂）であるため、多くの小規模農家や零細食品加工業者、伝統的中間流通業者などはスーパー
マーケットの要求を満たせず、その調達名簿から除外されるからである。このような非受益層を

「アップグレード」させ、スーパーマーケットが主導するサプライチェーンに参加できるように条
件を整える政策が必要だと、革命論は提言している。

2．グローバル・バリューチェーン（GVC）論

革命論は、以上の通り、多国籍小売企業（スーパーマーケット）が進出先である発展途上国の農
産物サプライチェーンにおいて主導的役割を果たしていること、さらに、グローバル・スケールで
の商品調達システムの構築を競争力の源泉の一つとしていることを強調している。このサプライ
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チェーンは付加価値創出の連鎖でもあることから、革命論と GVC 論とが理論的系譜においてつな
がっていることは明白である。そこで、革命論の理論的特徴を掘り下げるために、ここでは GVC

論について説明したうえで、両論の共通性を抽出することにしよう。
GVC 論の端緒となった代表的な研究として、Gereffi and Korzeniewicz eds.（1994）を挙げること

ができる。この研究がウォーラーステインを主唱者とする世界システム論を強く意識しているの
は、ウォーラーステインと共同研究者のホプキンスとが定義した「コモディティ・チェーン（Global 

Commodity Chains、以下、「GCC」と略記）」という言葉が、同書のタイトルに含まれていること
からも明らかである。GCC とは、最終的な商品に至るまでに関わる労働と生産の過程をネットワー
クとして捉える概念であり、商品から出発して原材料の投入まで遡行することを通じて商品の価値
の源泉を探求するという意図から生み出されたものである（Hopkins and Wallerstein［1986］）。

しかし、Gereffi たちの研究の目的は、世界システム論を発展させるというよりも、むしろ、そ
れを批判的に乗り越えて新たな研究視角を見出すことにあったと考えられる 8。なぜなら、Gereffi 

et al.（1994）は、多国籍企業の支配力の大きさを重視しながらも、GCC の内部で富の分配をめぐっ
て競争と革新が重要な役割を果たすことに注目し、それらが GCC を変容させる可能性を積極的に
認めているからである。この視角は、発展途上国を「周辺（periphery）」と規定して「中心（core）」
との関係を固定的に捉え、個々の経済主体の主体性を世界システムの中に埋没するものとして描く
傾向が強い世界システム論とは異なり、個別事例の実証研究と両立する柔軟性を有していると言え
る。実際に、Gereffi et al.（1994）も、「（事例の個別性を重視する地域研究と親和性の強い─筆者）
ミクロ－組織的・国家中心的関心を特徴とする国際政治経済学と、マクロ－歴史的関心を特徴とす
る世界システム論の間を架橋するもの」として、自分たちの研究を位置づけた。

Gereffi たちの研究をきっかけとして、その後、多くの理論的または実証的研究が生み出されて
きた。それらはひとまとめにして GVC 論と呼ばれる。なお、Gereffi たちもその後の研究では GCC

に代えて GVC という言葉を使うようになった。彼らのいう GCC と GVC の間には、少なくとも本
稿の議論に関する限り、本質的な違いはなく、ここでも同じ概念として扱うことにする。

GVC 論とひとことで言っても、論者によってその主張は必ずしも一致しないが、ここでは革命
論と関連の深い Gereffi たちの議論を中心に取り上げよう。Gereffi（1994）は多国籍企業が構築す
る GVC の統治構造を、「作り手主導（producer-driven）」と「買い手主導（buyer-driven）」の 2 つ
のタイプに分け、前者は自動車・コンピュータ・航空機・電機など資本・技術集約産業に特徴的で
あるのに対し、後者は大規模小売企業・有名ブランド商品販売企業・商社などに典型的だと論じて
いる。さらに、後者のタイプでは生産過程が労働集約的でグローバルに分散化していることや、
GVC の統制の拠点が消費地点にあり、生産地点を拠点とする前者とは対照的であることにも言及
している。

その後、Gereffi et al.（2005）はこの 2 つの類型化では不十分であることを認め、新しい貿易論
（fragmentation 論）、取引費用経済学、生産ネットワーク論、そして技術的能力・企業レベル学習
論に依拠しつつ、（1）取引の複雑さ、（2）取引をコード化する能力、（3）供給基盤の能力の 3 つの
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変数に注目して、GVC の統制（governance）タイプを市場型（market）・モジュラー型（modular）・
関係型（relational）・束縛型（captive）・階層組織型（hierarchy）の 5 つに分類し直している。先述
の革命論との関係で言えば、スーパーマーケットによる生鮮青果物の調達は、かつては主導企業の
明示的な調整がほとんど行われない「市場タイプ」だったが、高品質・安全性・安定供給などの必
要性の高まりに伴って明示的な調整が行われるようになったと主張している 9。なお、「主導企業

（lead firms）」とは GVC の統治構造を主導する企業という意味であり、それはおもに多国籍企業で
あることが示唆されている。

Gereffi たちの GVC 論を踏まえて、Dolan and Humphrey（2000）はアフリカの輸出向け生鮮野菜
生産・流通における英国スーパーマーケットの影響力の大きさを論じている。彼らによると、多国
籍企業のスーパーマーケットとアフリカの生産者・輸出業者の間では権力の非対称性が著しく、そ
れが前者による後者の「高度な」支配を可能にしている。支配の具体的な手段は生産・加工システ
ムの監視（monitoring）と監査（auditing）であり、その実際の業務は輸入業者と輸出業者が担う。
この支配の強まりとともに、例えば、ケニアの輸出向け生鮮野菜の取引は少数の大規模生産者・流
通業者に集中し、大多数の小規模農家・流通業者がスーパーマーケット主導のこの GVC から排除
された 10。一方、GVC への参加を認められた生産者・流通業者は、その地位を維持するために、
不断の努力によってスーパーマーケットが課す要件を満たさなければならない。

以上の通り、革命論は GVC 論の系譜に連なり、GVC 論の中でもとりわけ大規模小売企業に焦点
を当てた議論と同じ論理構造をもっていることがわかった。GVC 論をさらに遡ると世界システム
論にまでつながることから、たとえ GVC 論が世界システム論を批判的に乗り越えるという意図を
もつとしても、その理論的特徴を継承している面があることは否めない。そのため、革命論は
GVC 論と同様に、グローバル・スケールを意識するあまり、多国籍企業の影響力ないし支配力を
強調する傾向が強い。それは、裏を返せば、多国籍企業の進出先である発展途上国の地域性に十分
な注意を払わず、その経済主体の主体性を軽視することにつながる。発展途上国とひとことで言っ
ても、例えば、農産物の生産・流通構造とその担い手だけでなく、大土地所有制の残存をはじめと
する植民地遺制、消費者行動を含む消費市場の性格など、国により地域により大きな多様性がある
ことは無視できないはずである。GVC 論は出発点において、マクロ・スケールを強く意識する世
界システム論だけでなく、各国の個別性を重視する国際政治経済学をも継承すると宣言してはいる
が、後者については十分とは言えず、それは革命論にも当てはまると、筆者は考えている。

Ⅱ．「embeddedness（埋め込み）」論

ヨーロッパの経済地理学者を中心に近年盛んに論じられてきた「embeddedness（埋め込み）」と
いう概念は、各国・地域の個別性を重視してきた地域研究の基本的な立場ときわめて整合的である。
この節では、革命論や GVC 論を相対化する視点としてこの概念の含意を検討し、今後取り組むべ
き論点を導き出す手がかりを得たい。
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「埋め込み」という概念の由来はカール・ポラニーの主著『大転換（The Great Transformation）』
（Polanyi［1957））に遡る。ただし、ポラニー自身はこの概念を必ずしも明確に論じておらず、読
者の多様な解釈と誤解を招くことにもなった。この概念が経済地理学の中で現在脚光を浴びている
のは、経済社会学者の Granovetter（1985）が社会科学の重要な概念として改めて光を当ててから
のことである。その後まもなく経済地理学者たちが空間的視点を強調して再概念化した 11。しか
し、「埋め込み」の捉え方は研究分野の間で、また同じ研究分野でも研究者の間で依然として多様
であり、限られた紙幅でその全体像を描くことは不可能である。そこで、ここでは、「埋め込み」
概念を包括的に整理してこの概念の操作性を高めた Hess（2004）と、同概念を適用して小売業の
多国籍化を研究する理論的枠組みを示した Wrigley, Coe, and Currah（2005）の 2 つに絞って論じ
ることにする 12。

Hess（2004）は、ポラニーが唱えた「埋め込み」や Granovetter が改めて取り上げて概念化した「埋
め込み」にはアプリオリの空間的分析スケールがないと指摘したうえで、その後に経済地理学者た
ちが再概念化した「埋め込み」が地域・領域に過度に焦点を当てることを「overterritorialized」と
呼んで批判した 13。ただし、彼も地域・領域的要素を重視していることに変わりはなく、経済地理
学者たちの視点も取り入れて「埋め込み」を次の 3 つの次元に類型化した。それらは、（1）「societal 

embeddedness」、（2）「network embeddedness」、そして（3）「territorial embeddedness」である。
「societal embeddedness（社会的埋め込み）」とは、経済活動はその経済主体が背負う文化的・社

会的・歴史的背景の影響を受けることを強調する考え方であり、ポラニーの「埋め込み」の概念に
最も近い。多国籍企業が海外直接投資をする際にその文化的社会的属性を持ち込むという捉え方
は、その一例である。「network embeddedness（ネットワーク的埋め込み）」とは、経済主体が関わ
るネットワークおよびネットワーク間関係の構造（社会機能連結性や関係の安定性の程度）の中で、
その経済活動を位置づけて捉える必要があるという考え方である。企業間関係、政府機関や労働組
合との制度的ネットワークなどが、ここでいうネットワークの具体例である。「territorial 

embeddedness（領域的埋め込み）」とは、経済主体が特定の領域（場所）につなぎとめられ、そこ
における既存の経済活動やダイナミクスに吸収あるいは拘束されるという考え方である。これは、
中央政府や地方政府の政策が「埋め込み」の機能を果たすことも想定している。これら 3 つの次元
の「埋め込み」はそれぞれ別個に並列させるものではなく、互いに密接に関係し合い、組み合わさ
るものとして、かつ、動態的なものとして扱うべきものである（Hess［2004］）。

Wrigley, Coe, and Currah（2005）は、「埋め込み」の概念を適用して小売業の多国籍化を研究す
る理論的枠組みについて論じている。彼らは、多国籍小売企業を企業内、企業間、企業を超えた関
係のネットワークの複雑な形態として捉え、そのネットワークは母国だけでなく進出先の政治経済
的・制度的文脈に埋め込まれているということを前提としている。小売業の場合、前述の Hess

（2004）が類型化した 3 つの次元の「埋め込み」のうち、特に三番目の「領域的埋め込み」を最も
重視している。なぜなら、消費は経済的相互作用であるだけでなく社会文化的過程でもあり、小売
業者は文化的嗜好・規範・優先順位が地域的に多様であることに感応的でなければならないからで
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ある。また、商品調達がグローバル化しているとは言っても、特に食品小売業の場合は進出先の国
内で大半の商品を調達する必要があることも、進出先のコンテクストの影響を強く受けることにつ
ながる。

Wrigley, Coe, and Currah（2005）の学問的貢献は、Dicken（2000）が提示した「placing firms」
と「firming places」という 2 つの概念に基づき、多国籍小売企業のグローバルな事業展開に関する
論点を掘り下げたことにある。placing firms とは、多国籍小売企業が特定の場所（領域）との間で
形成される関係の性質と程度、すなわち、多国籍小売企業の「領域的埋め込み」について分析する
ための概念である。同時に、多国籍小売企業は当然その母国の文化的・社会的・歴史的背景の影響
を受けるから、「社会的埋め込み」の次元での検討も不可欠であると指摘している。要するに、多
国籍小売企業が進出先のコンテクストの中でどのような影響を受けるか、そして、その際にもとも
と背負っている文化的・社会的・歴史的要素がどのように関係するかということを主題としている。
彼らは、これら 2 つの次元が交差しており、場所（領域）が異なれば企業を取り巻くネットワーク
の形態も異なると考えた。さらに、多国籍企業の進出先のビジネス環境と直接投資の経営の形態と
をそれぞれ 3 つのタイプに分け、前者を横軸（領域的埋め込みの視点）、後者を縦軸（社会的埋め
込みの視点）としたマトリックスを用いて多国籍企業の事業展開を分析するという方法を示した
14。重要な点は、これらが時空間的に動態的であるという認識に立っていることである。他方、
firming places とは、多国籍小売企業がグローバルに展開する事業のネットワークによって場所と
場所が連結され、利用されるという考え方であり、「ネットワーク的埋め込み」の概念との関係が
深い。要するに、多国籍小売企業がそのグローバルな事業展開を通じて、進出先にどのような影響
を与えるかということを主題としている。そして彼らは、具体的な論点として、多国籍小売企業が
進出先にもたらす企業間・業態間競争、商品調達・供給ネットワークへのインパクト、消費慣習・
消費行動の変化、政府による外資規制の強化、企業内組織学習・知識創造とその移転などを挙げて
いる。

このように、「埋め込み」という概念は、多国籍企業の影響力ないし支配力を過大評価する傾向
のある GVC 論や革命論の議論を相対化する可能性をもっている。そして、とりわけ 3 つ目の「領
域的埋め込み」という考え方は、個々の国・地域の個性および主体性を重視する地域研究との親和
性がきわめて高い。もちろん、多くの論者が参加している GVC 論の中には、「構造と主体性」や「制
度と文脈の重要性」といった、埋め込み論と共通する視角を意識する議論もみられる（Hess［2008］）。
しかし、現実世界の実証的研究において、そうした視角が実際にどの程度活かされているかが問わ
れなければならない。その点で、GVC 論から派生したと考えられる革命論は、埋め込み論の考え
方とは相当の隔たりがあると、筆者には思われる。

Ⅲ．論点の整理

革命論は全般的に、Humphrey（2007）が指摘する通り、スーパーマーケットの拡大が発展途上
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国の生鮮食品流通にもたらす影響を過大評価している 15。Trienekens（2011）は、発展途上国の農
産物価値連鎖に関する GVC 論の分析枠組みを批判的に再検討し、価値連鎖が個別性のある経営環
境に「埋め込まれたもの」であることを主張している。Coe and Wrigley（2007）は、革命論が発
展途上国の生鮮市場の競争力を過小評価する一方、推奨供給業者システムの浸透度を過大評価して
いるとして、革命論に疑問を投げかけている。革命論や GVC 論に対するこのような批判的見解を
念頭に置きながら、本節では地域研究の観点から 3 つの論点を具体的に提示したい。ただし、GVC

の統治構造に関するさまざまな議論を整理した Gibbon, Peter, and Ponte（2008）が主張するように、
GVC 論は多元的なディシプリンを含む折衷主義とも言える特徴を有する。それは必ずしも欠点で
はなく、現実世界の多様性に接近するうえで有利な面をもつ 16。したがって、ここでの批判的な論
点整理は、GVC 論やその系譜にある革命論を全面的に批判するものではないことを予め断ってお
く。

1．消費市場の構造

革命論は発展途上国の消費市場を発展段階論に則って 4 つのグループに分類し、時間の経過とと
もにどの国の消費市場もやがて先進国と同様のものに収斂していくと展望している。しかし、こう
したいわば単線史観は、理論的あるいは実証的に十分支持されているのだろうか。

Traill（2006）は、発展途上国におけるスーパーマーケットの浸透度を計量分析することによって、
実際には革命論が主張するほどの爆発的浸透には至らないと推定し、革命論の主張を相対化してい
る。Monteiro, Farina, and Nunes（2012）は、ブラジルの事例分析を通じて、革命論がダーウィン
流の進化論的な市場集中化過程として発展途上国の消費・流通を過度に単純化していると批判して
いる。同様に Humphrey（2007）も、スーパーマーケットが生鮮食品部門を支配するのは難しく、東・
東南アジアでは近代小売業と伝統小売業とがそれぞれ市場の重要なシェアを長期的にも維持する可
能性があると述べている。

多国籍小売企業の主要な進出先の一つであるタイについても、生鮮食品市場の根強さを指摘する
実証研究が多数ある。タイの小売・流通産業の研究に従事してきた筆者は、スーパーマーケット各
社でのインタビュー調査および財務分析などに基づき、タイでは伝統的な生鮮市場が依然として
スーパーマーケットの手強い競争相手であることを指摘してきた（遠藤［2010］、Endo［2013］）。
Ihara（2013）や Banwell et al. （2015）は、タイ人消費者が商品カテゴリーに応じてスーパーマーケッ
トと伝統的生鮮市場を使い分けているという調査の結果を報告している 17。Kelly et al. （2015）は、
タイ人の買い物行動に関する広範なアンケート調査を実施し、生鮮食品については、居住地・所得
階層・世代の違いによらずスーパーマーケットより在来の生鮮市場の方が圧倒的に選好されるとい
う計量分析の結果を発表している。それとは逆に、スーパーマーケットの優位性を主張する研究

（Gorton and Sauer［2011］、Reardon et al.［2006；2012］）や伝統的生鮮市場の苦戦を伝える現地紙
記事（例えば、TNSK［2006 年 3 月 30 日－ 4 月 1 日］）もあるが 18、調査の網羅性という観点からは、
生鮮市場の根強さを支持する研究結果の方が現時点では説得力があるように思われる。

大東文化大学紀要〈社会科学編〉第 59号（2021）

─8 ─



しかし、それならば、タイをはじめとする東南アジアやその他の発展途上国で生鮮市場が依然と
して選好される理由を掘り下げる研究が必要となる。先行研究の中には、生鮮市場の商品の鮮度が
良いことを指摘しているものがあるが、それは消費者の認知バイアスからくるものではなく、事実
か。もし事実なら、そうした鮮度を実現できる流通の仕組み、つまり、中央卸売市場を中核とする
生鮮食品の中間流通の機能を明らかにすることが重要な研究課題の一つとなるはずである。また、
消費者行動の不変性もよく指摘されるが、高度成長期に瞬く間にスーパーマーケットが席巻した日
本の経験とは異なり、例えばタイではなぜそうならないのかという論点の解明は未解決である。こ
の論点を本格的に解明するには、研究対象国の価値意識の構造にまで踏み込む必要があるだろう。

2．スーパーマーケットの統治構造

革命論は、スーパーマーケット（特に外資系）の統治力が強大であることを強調している。特に
GlobalG.A.P. を代表とする商業基準の導入を重要な契機と捉え、それに適合する推奨納入業者シス
テムの構築をスーパーマーケットが主導していると主張している。しかし、そのような統治システ
ムは実際にどれほど機能しているのだろうか。

埋め込み論を念頭に置くと、多国籍小売企業が進出先の生産段階や中間流通を統治するのは容易
ではないと考えられる。革命論も、推奨納入業者と直接取引する条件が整っていない場合、農産物
の調達や生産段階の管理を専用卸売業者に代行させると論じている。しかし、その場合はプリンシ
パル＝エージェント問題が生じる可能性がきわめて高い。依頼人である多国籍企業と代理人である
専用卸売業者の間の情報の非対称性は甚だしく大きいからである。

革命論では発展途上国の農産物中間流通は実証的研究の対象外に置かれてきた。それは、多国籍
企業が進出先の中間流通にまで入り込めないという現実と呼応している。革命論と同様の立場から
インドネシアの小規模マンゴー栽培農家の研究を進めている Natawidjaja et al. （2014）も、伝統的
中間流通の問題点を「市場の垂直的調整問題」として指摘する一方で、小規模農家だけでなく大規
模小売企業（スーパーマーケット）も伝統的な中間流通業者のチャネルに依存していると述べてい
る。タイの生鮮野菜生産・流通について調査した筆者（Endo［2014］）は、「調達近代化が相対的
に早く進んだ高価値ニッチ品」（Reardon et al.［2007］）のミニトマトとそうではないタマネギとで
は中間流通業者の特徴が異なるものの、いずれも革命論の仮説とは異なり、中間流通において主導
的役割を果たしているのは産地仲買人や卸売業者など中間流通業者であると主張している。発展途
上国の農産物の中間流通業者の役割については、速水編（1988）、Hayami and Kawagoe（1993；
2001）などが実証研究を通じて肯定的評価を下しているが、スーパーマーケットが発展途上国でも
事業を拡大している現在、その役割を改めて実証的に論じる必要性が高まっている 19。

革命論が唱える推奨納入業者システムにおいて、中間流通の役割と並んで重要な点は商業基準制
度の導入である。革命論は商業基準（GAP）認証がもたらす影響力の大きさを強調しているが、上
記の Natawidjaja et al. （2014）や Endo （2014）は、インドネシアやタイの生鮮野菜生産・流通にお
いて、少なくともそれぞれの調査時点では商業基準認証の影響力が大きくないことを示唆している。
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しかし、国や地域によってその浸透度や影響の大きさが異なる可能性や、同じ国の中でも時間の経
過とともに革命論の想定に即した方向へ変化する可能性がある。また、上記のタイの事例（Endo

［2014］）はおもに国内市場向けの生鮮野菜であり、国際市場向けの農産物については異なる結論に
至る可能性もある。商業基準については、その影響の内容や程度が革命論の主要論点の一つである
ことから、節を改めて論じたい。

3．小規模農家の主体性と組織化

革命論の中では、とりわけ発展途上国の小規模農家は、スーパーマーケットが主導する推奨納入
業者システムへの参加が認められるか否かといった受動的存在として位置付けられている。そし
て、スーパーマーケットが指定する商業基準などの条件を満たせず、そのシステムから排除される
多くの小規模農家（非受益層）と、推奨納入業者としてシステムに参加が認められる少数の大規模
農家（受益層）との間で格差が拡大すると想定されている（Reardon［2006］）。それに反して
Humphrey（2007）は、スーパーマーケットは大規模農家との取引を選好するという革命論の仮説
とは異なり、実際には多くの小規模農家から積極的に調達していることに注目し、スーパーマーケッ
トが生鮮食品事業を支配するという事態は起こりそうにないと主張している。両者の見解が相違す
るのは、議論の念頭に置いている国・地域や農産物のカテゴリーの違いなどによる可能性もあるが、
何よりも実証的研究の蓄積が大幅に不足していることに大きな要因があると考えられる。

そもそもスーパーマーケットが主導する近代的供給チャネルと、伝統的な中間流通と生鮮市場を
中心とする供給チャネルとは、完全に分断されているわけではないという認識も重要である。タイ
北部におけるピーマンの生産・流通について調査した Schipmann and Qaim（2010）によると、タ
イのピーマンは最初、オランダ企業によって新たに導入された作物であり、契約栽培農家とスーパー
マーケットを直接つなぐ近代的供給チャネルだけで取り扱われていたが、まもなくピーマン栽培が
それ以外の農家にも広く普及し、取引の柔軟性が高い伝統的流通チャネルが農家に選好されるよう
になった。彼らはこれを、「近代的チャネルから伝統的チャネルへのスピルオーバー効果」と呼ん
でいる。これは、革命論が想定するような、近代的チャネルが伝統的チャネルを駆逐するという仮
説とは異なる現実がありうることを示している。その際に注目すべきは、小規模農家や中間流通業
者の主体的な対応がその効果の実現の原動力になっているということである。

さらに、小規模農家の主体的対応について考えるうえで農家の組織化や農業協同組織は避けられ
ない論点であるが、革命論がこの論点を積極的に取り上げることはほとんどない。Reardon et 

al.（2012）はその結論の中で発展途上国の農業協同組合について言及しているが、現状の農業協同
組合は伝統的で遅れたものであり、スーパーマーケット主導の商品調達システムに適合した組織に
発展させる必要があるという捉え方をしている。発展途上国における農家の組織化や農業協同組織
を未発達だとみなす議論は、革命論に限らない。例えば JICA 専門家として 1984 年から 3 年間タイ
の農業協同組合振興プロジェクトに参加した経験をまとめた山本（1999）も、日本の経験と比べる
と、タイでは農業協同組合が十分に発展してこなかったと主張している 20。しかし、タイ農村住民
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の組織化に関する実証研究を積み重ねてきた重冨（1997；1998）は、タイの農村においても、顔見
知り関係の成り立つ集落や行政村を基盤とする場合は協同組合組織が発展する可能性があることを
明らかにしている。さらに、作物によっては、地縁的組織を超えて組織化が図られる事例もある
21。例えば、輸出向けおよびスーパーマーケット向け販売を主目的とする生鮮マンゴーの場合、集
落や行政村よりも広域の会員からなる生産者グループや協同組合、県域さえ超えた生産者グループ、
さらに、それら各地の生産者グループ・協同組合を会員とする全国組織の「Thai Mango Growers 

Association（タイマンゴー生産者協会）」が結成されている 22。これらの組織の結成と活動には会
員農家の主体性が何より重要であるが、農業・協同組合省農業振興局や学識経験者、輸出業者など
が支援することもある。したがって、小規模農家の組織化について議論を深めるには、小規模農家
の主体性だけでなく、これらステークホルダー間の関係性にも踏み込む必要があるだろう。

主たる研究対象を多国籍小売企業とする傾向が強い革命論では、前項で述べた中間流通の研究蓄
積の不足と同様に、発展途上国の農産物の生産段階、とりわけ小規模農家の主体性や組織化に対し
て十分な関心が払われないのは、ある意味当然のことである。ここに、各国・地域の個別性や主体
性を重視する地域研究が学術的に貢献できる余地がある。

Ⅳ．商業基準制度

1．GlobalG.A.P.

商業基準制度の一つである「GAP（Good Agricultural Practice）」とは、食品安全・環境保全・労
働安全などを持続させるために農業において取り組まれる生産工程管理のことである。GAP には
公的機関によるものと民間組織によるものとがあるが、そのうち「GlobalG.A.P.」は、現在、世界
で最も広範囲に普及し注目されている生鮮食品の商業基準制度である。その前身は、ヨーロッパの
スーパーマーケットをはじめとする食品関連企業からなる組織、EUREP（Euro-Retailer Produce 

Working Group）が 1997 年に設けた「EurepGAP」である（GlobalG.A.P.）。これは、ヨーロッパ諸
国で食の安全性への関心が高まる中、消費者の疑念を払拭する手段を講じる必要性を彼らが認識し
たことに始まる。この商業基準の特徴は、農産物自体の安全性にとどまらず、生産過程を射程に入
れることを目指したことと、第三者による認証を制度として採用していることに求められる。それ
は、ストア・ブランドイメージを高め、競合相手との差別化を図るためだけでなく、小売業者側が
法的責任を負うリスクを避けるという現実的な目的のためでもあったと考えられる。この商業基準
はまもなくヨーロッパを超えて普及するようになり、2007 年に GlobalG.A.P. に改称して現在に至っ
ている。

EurepGAP（以下、「GlobalG.A.P.」に統一）を導入するメリットは生産者側にもあるとされている。
例えば、農薬・化学物質の適正な利用と使用量の節減による安全で高品質の農産物の生産、トレー
サビリティーシステムに基づく問題の発生源の特定、ポストハーベストの問題の軽減、買い手から
の取引拒否の回避などが挙げられる（Hatanaka et al.［2005］）。ただし、この自主的基準は、第三
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者認証制度によって農産物取引の当事者からの独立性と客観性を担保するものとされるが、実際に
は多国籍小売企業のマーケティング戦略と経済的関心に強く影響を受ける（同上）。

Campbell （2005）は、GlobalG.A.P. は名目的には民間企業の自主的基準に過ぎないが、実質的に
は国家レベルを超えた広範囲に影響力を及ぼすことに注意を促している。彼の分析によると、
GlobalG.A.P. の実施要綱は発展途上国の農家にとっては遵守が困難なほど非常に細かく規定されて
おり、非ヨーロッパ世界の文脈を無視した内容になっている。こうした商業基準の採用はヨーロッ
パ中心主義的な視点から農産物調達先の生産過程を監査することを意味し、そこには植民地支配時
代の「audit culture（監査の文化）」が底流している（同上）。Campbell（2005）は、GlobalG.A.P. は

「ヨーロッパ植民地食品秩序の再発明の一部」とみなせるという結論に到達している。同様に
Freidberg （2007）も、ヨーロッパ拠点の多国籍小売企業が GlobalG.A.P. を導入してアフリカの旧植
民地の生鮮野菜生産を「監査」し統制するという行動の源流は、植民地時代にまで遡ることができ
ると分析している。彼によると、それら多国籍小売企業はケニア・ジンバブエ・ザンビアなどから
生鮮野菜を調達する際に、調達先を小規模農家からプランテーション事業者へシフトした。こうし
て 1990 年代半ばから終わりにかけて、植民地時代に設立された白人所有・経営の農場を起源とす
るプランテーションを中心に、旧植民地諸国でヨーロッパ向け生鮮野菜輸出産業が成立した（同上）。

Campbell （2005）や Freidberg （2007）の主張を裏付ける実証研究も多数生み出されてきた。例え
ば、Asfaw（2007） と Graffham, Karehu, and MacGregor（2007） は ケ ニ ア を、Graffham and 

MacGregor（2007）はザンビアを、Kleih et al. （2007）はウガンダをそれぞれ事例とする調査の結
果を報告している。いずれも、GlobalG.A.P. の導入に伴って、ヨーロッパのスーパーマーケットが
調査対象国の生鮮野菜生産・流通を監査・統制する度合いが高まっていることと、その商業基準を
満たせない小規模農家が不利益を被っていることを指摘している。

さらに Freidberg （2007）は、アフリカの旧植民地で起こった変化がラテンアメリカ、東南アジア、
東ヨーロッパなどへも広がりつつあると展望している。ヨーロッパ系スーパーマーケットがそれら
の国・地域に急速にチェーン展開していることを根拠として、その商品基準と監査の制度が浸透し、
進出先の生産・流通段階を統制するようになっているというわけである。

ヨーロッパ拠点の多国籍小売企業と旧植民地の農産物生産・流通の間にみられる、現在の非対称
的な関係を歴史的観点から分析した Campbell （2005）や Freidberg （2007）は、きわめて興味深い
議論であるが、事例の偏りが大きいことは否めない。アフリカの旧植民地の経験が他の地域、例え
ば東南アジアでも起こりつつあるという展望の根拠は希薄なままである。そこで次に、タイの事例
を中心に商業基準の浸透と影響に関する先行研究をレビューし、今後取り組むべき論点を見出した
い。

2．タイの公的 GAP

タイは東南アジアにおける主要な農産物輸出国の一つであり、政府を含む関係者は GAP 認証制
度を重視していると考えられる。しかし、GlobalG.A.P. 認証の取得は、費用の面（例えば、必要な
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施設の投資）でも実践の面（例えば、実施要綱の複雑さ）でもタイの小規模農家にとってはハード
ルが高い。それは他の東南アジア諸国にも当てはまる。そこで ASEAN 諸国の政府はそれぞれ、
GlobalG.A.P. をはじめとする民間組織の商業基準に代替するものとして、各国の事情に適合した公
的 GAP 制度を創設した（APEC［2006］）。タイの「Q-GAP」はその一例である 23。ただし、ASEAN

各国の公的 GAP の間にも、内容や厳格さの点で差異があることに留意する必要がある（Amekawa

［2009］）24。Amekawa et al. （2015）によると、タイの Q-GAP は ASEAN 各国の公的 GAP の中では
相対的に要件が緩く、例えば基準が厳格なマレーシアの事例と比べると、タイの GAP 認証取得農
家はこの制度を十分に理解していない。

タイ北部のライチ生産農家を対象に Q-GAP の実施状況を調査した Schreinemachers et al. （2012）
は、Q-GAP 認証取得農家と非取得農家の間に農薬使用程度の有意差がないことを見出し、Q-GAP

の実効性に疑問を呈している。彼らは同時に、管轄する農業局の人的制約により農場での監査体制
が逼迫していることと、タイの農業行政が GAP の本来の目的から外れて、収穫後の農産物の残留
農薬検査に目的を矮小化していることを問題点として挙げている。同様の指摘は、タイ南部のドリ
アン生産農家とコーヒー生産農家をそれぞれ対象として Q-GAP の実効性について調査した
Mankeb et al. （2013）と Pongvinyoo et al.（2014）からもなされている 25。これら 2 つの実証研究に
よると、農業局の農家支援や担当官の農場訪問頻度が不十分であり、Q-GAP 認証取得農家による
実施要綱の遵守も不徹底である。また、国内市場では GAP 認証の認知度が低く、非認証農産物と
の差別化ができていないことも課題として挙げられている。それに対して、タイ中部のマンゴー生
産農家を対象として Q-GAP 認証取得の所得効果を調査した Krause et al.（2016）は、年間世帯収入・
単位面積当たり所得・1 人当たり所得・輸出比率などの点で、Q-GAP 認証取得農家の方が非取得農
家よりも有意に高いことを明らかにしている 26。このように、Q-GAP の実効性や有効性については、
タイ国内でも地域によって、あるいは作物によって評価が異なり、結論を出すのは時期尚早である。

タイをはじめとする ASEAN 諸国の公的 GAP について考察する際に、その実効性や有効性の検
証と並んで重要な論点は、GAP の統制力に関するものである。前述の通り、アフリカ旧植民地の
事例に基づく研究は、GlobalG.A.P. を導入したヨーロッパ系多国籍小売企業が生鮮野菜の生産・流
通段階に強力な統制力を発揮していると主張している。それに対して、公的 GAP 制度が導入され
ている東南アジアでは、多国籍小売企業や現地資本の大規模小売企業が現地の生鮮青果物の生産・
流通に及ぼす影響はどのようなものか。この点については、Buurma and Saranark （2006）が、ヨー
ロッパ系多国籍小売企業とタイ最大の小売企業グループとの合弁事業で、タイ唯一の全国展開の
スーパーマーケットが生鮮青果物の調達に Q-GAP を要件とした事例を取り上げ、革命論の主張と
整合的な変化、すなわち、スーパーマーケット主導の推奨納入業者システムの構築が、タイの生鮮
青果物の生産・流通過程でもみられると分析している。しかし、この分析は Q-GAP の実効性や有
効性に対して否定的評価を下した前述の実証研究の多くと整合的ではない。したがって、タイにお
ける公的 GAP の統制力についても、実証的研究の蓄積が必要である。

さらに、Amekawa（2009）が指摘しているように、基準の緩い公的 GAP 認証の農産物であっても、
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基準の厳格な GAP 認証を取引条件としている国の消費市場で容認されるかどうかという問題も検
討する必要がある。この点についても、Buurma and Saranark（2006）が、ヨーロッパ市場向けの
生鮮青果物については Q-GAP では容認されず、輸出業者が主導して小規模農家に GlobalG.A.P. 認
証を取得させ、多国籍小売企業の調達網への参入を可能にしたと論じている。しかし、タイの輸出
向けマンゴー生産・流通に関する筆者の現地調査では、輸出企業は農家に Q-GAP 認証の取得を求め、
その認証が対東・東南アジア向け輸出の重要な要件になっていることがわかった。筆者のこの観察
は、アフリカを研究対象とした Fold and Larsen（2011）の分析と合致する。彼らは、GlobalG.A.P. の
厳格な基準を満たすためにアップグレードするだけが解決策ではなく、それほど厳しくはない基準
の消費市場、例えば近隣諸国や新興市場を目指すのも一つの方法であり、それは小規模農家にとっ
て訓練の場としても機能すると主張している。そこで新たに浮かび上がった論点は、東南アジアで
は、公的 GAP と GlobalG.A.P. とが一国内でどのように並存しているか、前者が後者と適合する方
向ですり合わせが行われるのか、それとも生鮮青果物の生産・流通に及ぼす影響が革命論の主張と
は異なるものになるのか、といったものである。

以上のように、東南アジアのさまざまな GAP の普及と影響に関する実証研究は、英国旧植民地
の事例に偏重しがちな先行研究の議論を相対化し、発展途上国における大規模小売企業と生鮮農産
物の生産・流通との関係をより広い視野の中で理解することにつながると期待できる。

結び

本稿は、経済のグローバル化が進む中、多国籍小売企業が発展途上国の生鮮青果物の生産・流通
に支配的な影響力を発揮していると主張するスーパーマーケット革命論を、地域研究の観点から批
判的に再検討し、今後究明すべき論点を提示することを目的とした。第Ⅰ節では、まず、革命論の
内容を紹介した。そのうえで、学問的系譜においてつながる GVC 論と革命論とが同様の論理構造
をもつことを示し、両理論ともに多国籍企業の影響力を強調する一方、進出先である発展途上国の
地域性や主体性を軽視する傾向があることを明らかにした。第Ⅱ節では、革命論や GVC 論を相対
化する視点として「埋め込み論」に注目し、それを踏まえて、第Ⅲ節では論点を、消費市場の構造、
スーパーマーケットの統治構造、小規模農家の主体性と組織化の 3 つに整理した。第Ⅳ節では、そ
のうち、スーパーマーケットの統治構造の中心的論点となる GAP 認証制度を取り上げて議論を深
め、その中で、タイをはじめとする東南アジアの GAP 認証制度の多様な実態に関する実証研究が、
英国旧植民地の事例に偏重しがちな先行研究の議論を相対化し、発展途上国における大規模小売企
業と生鮮農産物の生産・流通の関係の研究を大きく進展させる可能性を指摘した。

第Ⅲ節および第Ⅳ節で提示した 3 つの論点は、これまでたとえ取り上げられることがあっても、
個々別々に論じられることが多かった。しかし現実には、これらの論点は互いに関連し合っている。
例えば、「革命論」の主要論点である GAP 認証制度の導入は、スーパーマーケットが主導する農産
物調達システムの統治構造という側面だけでなく、生産者である小規模農家の主体的対応、さらに
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は、農産物の生産・流通に関わるさまざまなステークホルダー間の関係性という側面にも注意を払っ
て研究する必要がある。小規模農家は常に支援の対象に過ぎない、受動的存在であろうか。中間流
通業者はスーパーマーケットにとって都合の良い、専用卸売業者の役割を甘受するほか将来の展望
を描けないのだろうか。GAP 認証制度の導入と小規模農家の組織化とに関与する行政、学識経験
者、輸出業者を含む中間流通業者などのステークホルダーは、それぞれどのような役割を担い、ま
た、農家を含むステークホルダーの間にはどのような関係がみられるだろうか。第Ⅲ節で示唆した
通り、そこには革命論が描くストーリーとは異なり、ステークホルダー間の協調的関係が成立して
いる可能性もある 27。

本稿は、革命論およびそれと関連する理論・仮説を地域研究の立場から再検討したが、本論の中
でも断った通り、それら先行研究を全面的に批判することが本意ではない。革命論や GVC 論、さ
らに埋め込み論をひとまとめにして「グローバル化研究」と呼ぶとすれば、その研究がもつ広い視
角は、グローバル化が進展する現在、きわめて重要である。研究対象国の個別性や主体性を重視し
てきた地域研究も、グローバル化の影響を考慮せずにその国について論じることはもはや不可能で
ある。したがって、グローバル化研究の強みを活かしつつ、その不十分な点を地域研究が補完する
関係、あるいは、グローバル化研究と地域研究とが緊張関係をもって対峙しつつ、より高い次元で
新たな理論・視角を生み出すような弁証法的な相互関係を結ぶことこそが、一見相反する知の方向
性を志向する両研究にとって互いに不可欠になっていると筆者は考える。

注
 1 　Dawson et al. eds.（2003）は、多国籍企業の国際的事業展開について考察する際に、小売業の場合と製造業の

場合とで留意すべき相違点を整理している。
 2 　ここでいうスーパーマーケットとは、狭義のスーパーマーケットだけでなく、近代的小売業のすべての業態

を象徴したものである。
 3 　本節におけるスーパーマーケット革命論の説明部分は、特に断りのない限り、Reardon et al.（2003；2007）に

依拠している。なお、他にも同様に革命論あるいはそれと同様の議論を展開している研究者は少なくない。
一例として、Humphrey（2006a）や Giovannucci and Purcell（2008）が挙げられる。

 4 　その際には、母国で取引関係のあるロジスティックス企業や卸売企業に当該発展途上国への進出を促したり、
あるいは、国境を越えたネットワークを利用して商品を調達したりすることもある。

 5 　スーパーマーケットと納入業者との関係は必ずしも協調的であるわけではなく、前者から後者に対してさま
ざまな要求が突きつけられることに起因して、緊張関係をもたらすこともある（Reardon et al.［2006］）。

 6 　革命論によると、その移行は次のような段階を経る（Reardon et al.［2012］）。（1）伝統的卸売市場でスポット
取引により調達する。（2）専門的卸売業者の協力を得て調達する（伝統的卸売市場を利用）。（3）卸売業者の
集約化を進めるだけでなく、生産者協同組合などからの直接購入に切り替えていく。卸売市場では等級付け
や品質計画が登場する。（4）専門的卸売業者が商業基準を適用して農家からの調達を組織化し、スーパーマー
ケットの物流センターに納品する。（5）スーパーマーケットが農家から直接調達する。

 7 　ただし、このシステムに参加している農家の割合はまだ限定的である（Reardon et al.［2007］）。
 8 　ただし Gereffi et al.（1994）は、同書の序章で、「世界システム論に新たな焦点を当てる」という書き方をして

おり、必ずしも世界システム論を明示的に批判しているわけではない。
 9 　同論文は、多国籍小売企業（スーパーマーケット）と生鮮青果物の生産・流通業者の関係が市場型からモジュ

ラー型や関係型へと移行していると述べる一方で、他方でモジュラー型の例としてエレクトロニクス産業を、
関係型の例としてアパレル産業をそれぞれ挙げている（Gereffi et al.［2005］）。GVC 統治類型は動態的で類型
間の重複があり、特定の産業と一義的に結びつくわけではないと同論文も断っているが、農産物の生産の不
確実性、標準規格化の困難さ、生産者・多国籍企業間関係の非対称性の程度などを考慮に入れると、多国籍
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小売企業と生鮮青果物の生産・流通業者の関係を十分に説明できていないように思われる。
10　GVC から排除される小規模農家向けの政策的支援として、「アップグレード」という概念が理論的かつ実践的

に論じられている。一例として Humphrey（2006a）がある。
11　その初期の代表的な研究として、Dicken（1998［第 3 版］）と Dicken and Thrift（1992）が挙げられる。
12　経済地理学の分野で小売業の国際化を扱った研究は枚挙にいとまがないほど発表されている。本論で取り上

げなかったものの、他に、例えば、経済地理学の分野で本格的な多国籍小売企業研究を促す契機の一つとなっ
た Wrigley（2000）と Dicken（2000）、アジア各国の事例分析を集めた Dawson et al （2003）、地域研究的アプロー
チの重要性を示唆した Coe（2004）、多国籍小売企業が進出先の供給網に及ぼす影響の多様性を論じた Coe 
and Hess （2005）、埋め込み論を念頭に置いて多国籍小売企業の事例研究を行った Durand and Wrigley （2009）
や Coe and Lee （2006; 2013）、小売国際化に関連する先行研究を網羅的に紹介し、研究展望を示した Coe and 
Bok （2014）などがある。また、日本人による日系小売企業を対象にした研究成果もある。

13　英語圏の経済地理学者たちが「埋め込み」の概念を論じる際には、「空間（space）」や「場所（place）」では
なく、「領域（territory）」という言葉を用いるのが一般的である。例えば、Dicken and Malmberg （2001）を参
照のこと。その理由は、グローバル化が進む中にあっても国家の存在を依然として重視し、その権限や能力
が及ぶ範囲（境界線が引ける範囲）ということを意識していることにあると、筆者は理解している。

14　前者は「particularistic（排他主義的）」「collaborative（協力的）」「arm’s length（対等な）」の 3 タイプ、後者
は「opportunistic firms（機会主義的企業）」「cooperative hierarchies（協力的階層組織）」「isolated hierarchies（孤
立的階層組織）」の 3 タイプとしている（Wrigley, Coe, and Currah［2005：443］）。

15　Humphrey は、2000 年に発表した Dolan and Humphrey（2000）では多国籍企業のスーパーマーケットによる
GVC の支配力を強調していたが、その後、その支配力を相対化するようになったと思われる。例えば、
UNIDO に提出した報告書では、スーパーマーケットを含む多国籍アグリビジネスの影響力の大きさを認めつ
つも、Gereffi の「買い手主導」の GVC 統治構造という捉え方に対して批判的見解を示し、スーパーマーケッ
トが中間流通や生産過程を統治するだけの能力を欠いていると主張している（Humphrey［2006b］）。

16　経済地理学の中に、GVC 論を批判的に乗り越えるものとして「GPN（Global Production Networks）論」を唱
える動きがある（Henderson et al.[2002]）。しかし、Gibbon, Peter, and Ponte（2008）の議論を拡張すると、
GPN 論も広義の GVC 論の一学派だという捉え方が可能かもしれない。

17　スーパーマーケットと生鮮市場の使い分けは中国でも同様に見られる（Goldman［2000］）。
18　これ以外に、スーパーマーケットと生鮮市場とでは顧客層が異なり、両者は競合していないという分析結果

（Schipmann and Qaim［2011］）もある。
19　インドネシアのジャワ島 2 村を事例とした実証研究である池田（2018）も、革命論を念頭に置きつつ、農産

物流通の単線的な発展史観に疑問を呈している。
20　アジアの農業協同組織の先駆的研究である滝川・斎藤編（1973）は、アジアの発展途上国では農業協同組織

の自生的発展の条件が整っていないため、政府主導の政府施設とでも言うべきものとして発展するほかない
という議論を展開した。

21　マンゴーとドリアンはタイの主要な輸出果物であるが、後者の農家の組織的行動は弱く、農業振興局はマン
ゴー生産者協会をモデルケースとして組織強化を支援している（PRCT-TK［2019 年 5 月 27-29 日］）。

22　法人格のない生産者グループ「community enterprise」の事例については Technology Chao Ban ed.（2016）、
Tawatchai and Chanthalak（2017）、Chintapitaksakul（2017） を、 協 同 組 合 の 事 例 に つ い て は Sahakon 
Mamuang Chachoengsao（2016）をそれぞれ参照のこと。また、タイマンゴー生産者協会は、同協会の活動、
会員が直面している問題、マンゴー栽培に関する知識など、会員にとって有用な情報を盛り込んだニュース
レターを年 4 回発行し、会員である各団体を通じて、各団体の個々の会員農家に配布している。

23　タイにはその他、民間団体が創設した「ThaiGAP」があるが、その普及はまだ限定的である。
24　ASEAN 各国の公的 GAP の基準を統一化する動きもあるが、実効性についての評価は時期尚早である。
25　その他、中部稲作農家を対象にした Srisopaporn et al.（2015）や東部マンゴスチン生産農家を対象にした

Pongvinyoo et al.（2015）も同様の問題点を指摘している。ただし同論文は、GAP それ自体には潜在的な有効
性があることを認め、費用対効果に優れた制度に改善することを提言している。

26　同論文は、比較のために調査した同地方のラン生産については認証取得農家と非取得農家の間に有意差がな
かったことを指摘し、その理由として、食用であるマンゴーと観賞用であるランとでは重視されるポイント
が異なることを挙げている。

27　もちろん、支配的地位にある者による反対者の「取り込み（co-optation）」（Chiengkul［2017］）という批判的
視点も忘れてはならない。
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